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は じ め に

本稿では，日本企業に対して実施したアンケート調査のデータに基づいて，海外子会
社に対して実施している理念コントロールと海外子会社の成果・行動に対する満足度の
関係について，探索的な因子分析および構造方程式モデルを利用して検証するものであ
る。とりわけ本稿においては在北米子会社と在東南アジアの子会社との比較を行う。特
に海外子会社に対するマネジメントにおいては，現地における環境の相違から，本社に
よるマネジメントは地域ごとに異なる可能性がある。また，海外子会社に対するマネジ
メントにおいては，その複雑性について指摘がなされてきた。
その一方，近年においては，複数のコントロール・システムを組み合わせて，同時的
に利用する「コントロール・パッケージ」という考え方が，しばしば用いられている。
例えば，例えば，西居・近藤・中川（2015）では，アンケート調査により収集された大
量サンプルデータにより，日本企業の海外子会社管理において，理念コントロールと会
計コントロールがセットで行使されるというモデルの妥当性が検証されている。そこ
で，本稿においては，コントロール・パッケージの代表的な文献である Malmi＝Brown
（2008）においても，指摘されている「文化によるコントロール」のうちの「理念コン
トロール」と業績との関係について，検証を行うことを目的としている。
なお，本稿は拙稿（2016），（2015）から得られた知見をベースとして追加的検証およ
び補論として位置づけられる。

Ⅰ 子会社の所在地域によるマネジメントの差異

日本企業の海外進出といってもその理由は様々である。しかし，大きく分けると①現
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地市場への製品の供給・販売，②生産コストに着目した製造拠点，という分類が可能で
ある。しかし，中国のように当初は，生産コストの安さを理由として製造拠点を設置し
たが，それとともに現地マーケットの拡大により，現地市場への製品の供給も拡大する
という地域も存在する。このような差異の存在が，日本本社による海外子会社のマネジ
メントに影響を与えている可能性がある。
従来の研究においても，進出地域ごとの日本本社によるコントロールの様々な差異
は，実証的に確認されている。例えば，岡本［1998］および岡本［2000］においては，
バートレット＝ゴーシャルのモデルをベースとして，日本本社の海外子会社マネジメン
トに関する戦略を，「グローバル市場志向戦略」「現地市場プラス海外市場志向戦略」
「現地市場志向戦略」に分け，これらと企業業績の関係，また，現地企業のマネジメン
ト（製品開発・設計技術，生産技術，生産管理，組織管理）に関する要因が，企業業績
に与える影響について分析を行っている。
岡本［1998］においては，東アジア（中国，韓国，台湾，タイ，マレーシア，シンガ
ポール，インドネシア）に所在する 58社と 1事務所を対象としてインテンシブなイン
タビュー調査によって収集されたデータに基づいて分析がなされている。
この中で注目される点は，上記の戦略と日本側の出資比率と海外子会社の輸出比率と
の関係を分析していることである。特に，岡本［1998］においては，日本側の出資比率
と「グローバル市場志向戦略」（グローバルな製品間分業を地域ごとに行う戦略：植木
［2002］における「輸出市場志向型に相当」）との間に有意な相関関係を確認してい

1
る。

さらに，上記の 3つの戦略と現地における操業年数および，意思決定の現地化と現地
における操業年数との関係も検証している。これらについては統計的な検定は行われて
いないが，現地子会社に焦点を当てた研究であるが故に，現地における操業年数につい
て着目したものと思われる。
岡本［1998］においては，基本戦略（「グローバル市場志向戦略」「現地市場プラス海
外市場志向戦略」「現地市場志向戦略」という 3分類），競争優位，業務的意思決定のそ
れぞれの要素について，相関分析を行っており，その結果は図表 1のようにまとめられ
ている。

────────────
１ 岡本［1998］p.28
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この岡本［1998］と同一の日本企業の在米子会社を対象として行われたものが，岡本
［2000］である。これらの研究は，郵送質問票調査と異なりサンプルとした企業は少な
いが，かなりインテンシブなヒアリングを通じて，質問票調査よりも信頼性の高いデー
タの収集を行っていることが読み取れる。岡本［2000］においても日本本社 20社の北
米子会社 32社と地域統括会社 2社，さらに 20社の現地人マネジャーに対する質問票調
査も並行して行っている。このように，同一の日本企業の在東アジアと在北米企業をダ
イレクトに比較することが可能となり，企業の個別要因による影響（企業独自の経営方
針，マネジメント・システム，企業文化等）を排除できるという有利さを持っている。
ただし，基本戦略（「グローバル市場志向戦略」「現地市場プラス海外市場志向戦略」

「現地市場志向戦略」という 3分類）との関わりについての分析は，なされていない。
これは北米と東アジアへの進出目的の相違によるものと思われる。
東アジアの場合には，日本およびその他の国への輸出目的，現地市場への製品の供
給，またこの両方を兼ねたものというように，いくつかのパターンに分類することが可
能であり，このことが上述した基本戦略の違いとして認識されうる。
これに対して，北米の場合には，現地市場への製品の供給目的で生産子会社が設立さ
れており，このような基本戦略による分類は，直接的な意味をあまり持たないと考えら

図表 1 海外進出のパターンと管理システム・業績の関係
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れる。
実際に，岡本［2000］における北米日系企業の基本戦略の類型は，グローバル市場志
向戦略 2社，現地市場＋海外市場戦略 10社，現地市場志向 20社という分類になってお
り，さらに現地市場＋海外市場戦略に分類されている企業の中には，カナダの生産子会
社が数社含まれている。しかし，これらの輸出先はほとんどアメリカであり，北米（カ
ナダ，アメリカ，メキシコ）を 1つの市場と見れば，現地市場志向戦略ということもで
きよう。このように，やはり北米に設立された日系企業が，北米市場への製品供給を目
的としていることが裏付けられたといえよう。
また，植木［2002］においては，Bartlett＝Ghoshal［1989］のモデルに依拠しながら，
子会社の戦略的な位置付け（役割）により，その子会社の経営システムが決定されるこ
とを主張している。そして，子会社の戦略的役割として，現地市場に製品を供給するた
めに操業を行っている「現地市場型」と日本または第三国への製品の輸出を主目的とす
る「輸出型」では，現地子会社のマネジメントの方式が異なるという命題を設定して，
これを実証するために，タイに所在する日系企業を対象として仮説の検定を行ってい
る。具体的には，仮説のレベルとしては，輸出比率の高い企業ほど日本的経営の実施率
が高いというものである。仮説の詳細は以下のとおりである（一部省略）。
仮説①輸出市場志向の高い企業ほど組織・管理関係を主とした日本型経営技術の移転度
が高い。
仮説②輸出市場志向の高い企業ほど人材育成に積極的に取り組む結果，現地中間管理者
の職務満足度と仕事および会社へのコミットメントを高める。
これらの仮説は，タイの日系企業のうち，現地で生産した製品を輸出することを目的
としている企業は，現地においても日本的なマネジメントを行っていることを検証しよ
うとしたものである。結果は図表 2および 3に示されるとおりである。

図表 2 仮説②の検証結果（1）

t 値 検定結果
仕事に対する積極的なコミットメントがありますか 3.00 ◎
会社に対する積極的なコミットメントがありますか 3.72 ◎

出所：植木［2002］p.70 一部省略，◎：1％以下水準で有意
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図表 2および 3の結果からは，輸出型企業の方が仕事や会社に対するコミットメント
が高くなっており，職務満足度を示す指標についても，概ね輸出型企業の方が国内市場
型よりも統計的に有意に高くなっている。さらに長期雇用などの日本的なマネジメント
に対する満足度も高い。したがって，仮説①および②は，支持されていると見ることが
可能である。
このように，植木［2002］においては，在外日系企業を輸出市場志向型と国内市場志
向型の 2つに分類して，日本的な経営技術（実践）の移転度が異なることを示そうとし
ており，さらに日本的な経営実践の中でも特に長期雇用の安定性に着目して仮説を構築
して，検証していることに注目することができる。ただし，植木［2002］において自ら
指摘しているように，日本的な経営技術の移転の程度は，その内容によって移転の程度
が異なり，移転の容易性（困難性）についてばらつきが見られることは，確かである。
これらの研究からは，日本企業であっても海外子会社の所在する地域により，日本的
なマネジメント・システムの実践の程度や移転について異なる可能性があることを示唆
している。日本本社はそれぞれの地域における子会社マネジメントを地域ごとに変えて
いることも考えられる。これは，拙著においても検討した課題であ

2
る。

Ⅱ 経営理念の浸透

1．経営理念と業績の関係
経営理念など企業が構成員に対して行動の規範となるような指針に基づくコントロー
ルは，マネジメント・コントロールに関連した研究として，Simons（1995）を挙げるこ
────────────
２ 拙著（2004）では，所在する地域による海外子会社のマネジメントが，一部異なることが検証されてい
る。

図表 3 仮説②の検証結果（2）

「現在の職務満足度」の評価 t 値 検定結果
1 経済的な誘因 1.25 ×
2 昇進の可能性 2.68 ◎
3 長期雇用の安定性 5.53 ◎
4 社会的評価の高い会社への積極的な忠誠心 1.39 ×
5 職場の良い人間関係と雰囲気 3.03 ◎
6 興味深い仕事に対するチャレンジ 1.95 △
7 高い職位の下で期待された権限委譲 1.94 △
8 新しい技術や技能の習得機会 3.04 ◎
9 適正な評価と人事考課 2.11 ○

出所：出所：植木［2002］p.73 一部省略，◎：1％以下水準，○：5％以下水準，△：10％
以下水準で有意

海外子会社コントロールにおける理念コントロールの実態（中川） （ 1143 ）１４１



とができる。Simons（1995）においては，4つのコントロール・レバーとして，理念コ
ントロール（belief system），境界コントロール（boundary control），診断的コントロー
ル（diagnostic control），相互作用的コントロール（interactive control）の 4つのモード
が示されている。このうち，理念コントロール（belief system）は，企業の経営理念や
価値観などを浸透させることにより，企業にとって望ましい方向に従業員の行動をコン
トロールするものである。
一方，マネジメントにおける経営理念の重要性については，マネジメント・コントロ
ールだけではなく，経営学の分野においても強調されてきた。その典型的なものとして
は，Peters＝Waterman（1982）；同邦訳書（1983）であろう。ここでは，強固な企業文
化，経営理念を持つ企業は，好業績企業であるということを，インタビューに基づくデ
ータにより検証している。実際には，「好業績企業」を様々な基準により抽出し，それ
らの企業に共通する特質をインタビュー調査および文献により，明らかにしている。そ
の結果として，彼らは 8つの特質をあげている。これらの中には経営理念に関するもの
も含まれているが，それらを包括する基本的な「価値観」を行動の原理としている。こ
れらの優良企業は，包括的な企業文化としての強固な価値観および経営理念が企業の末
端まで浸透しているとしている。もちろん，このような経営理念の浸透のような強固な
企業文化と業績との関係については，多くの批判もあ

3
る。

また，Peters＝Waterman（1982）の調査対象企業がアメリカ企業に限定されている点
についても，批判がなされてい

4
る。また，その後の研究においては，欧米企業を対象と

した研究においては，経営理念と業績との関係は，実証研究においても明確にはされな
かった。
そこで，より近年でしかも日本企業を対象とした研究としては，久保他（2005）があ
る。この研究においては，Peters＝Waterman（1982）では，明確にされていなかった経
営理念と業績との因果関係を，日本企業に特徴的なガバナンスのあり方と関連づけてい
る。すなわち，日本企業のガバナンスのあり方は，アメリカ型の株主主権型とは異な
り，「企業は従業員を含めた様々なステークホルダーのもの」というステークホルダー
型が主流であるとしてい

5
る。このような日本企業に特徴的なステークホルダー型企業に

おいては，企業の目的が自明ではないために，企業の構成員がいかなる行動をとるべき
なのか知ることが容易ではなく，各構成員の行動が適切かどうかを判断することが困難
であると主張してい

6
る。このような状況下において企業が構成員の行動をコントロール

する手段として，経営理念の存在が一定の役割を果たしていると考えられる。
────────────
３ 「強い文化」と好業績との関係に関する批判やその議論については，北居（2004）に詳しい。
４ 北居（2004），p.295.
５ 久保他（2005），p.113.
６ 同論文，p.113.
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また，日本企業においても強固な経営理念を持つ企業が注目を集めている。たとえ
ば，「アメーバ経営」で有名な京セラは，「アメーバ」と呼ばれる小集団に収益責任ある
いは利益責任を負わせる代わりに，大幅な権限委譲を行っている。しかし，このような
小集団に権限委譲を行い，部分的にではあるにせよ利益責任を持たせると，個々のアメ
ーバが自己の利益を最大化することを優先する部分最適化を行うことが危惧される。そ
こで，彼らが「経営哲学」としている「京セラフィロソフィー」と呼ばれる強固な経営
理念の浸透が，そのような行動を防ぐ重要な役割を果たしている。そこでは，自己の利
益のみを追求することではなく，会社全体ひいては社会全体の利益を追求することが強
調されている。このように，経営理念が単なる「スローガン」ではなく，経営管理シス
テムとして機能していることが指摘されてい

7
る。そこで，経営理念の浸透がコントロー

ル・システムとして機能しているとすれば，経営上の成果に反映されることになる。こ
れらの関係性については，強固な経営理念を持つ企業が，高い業績をあげていること
は，感覚的には理解できたとしても，具体的な検証を行った研究は少ない。これらの検
証を行ったものとして数少ない研究として，久保他（2005）をあげることができる。こ
こでは，経営理念の存在の有無が企業の業績にどのような影響を与えるのかについて，
公表データによる実証的な検証を行っている。具体的には，企業理念の有無と企業業績
としての ROA および一人あたり賃金との関係を検証している。
その検証の結果は，図表 4および 5に示されている。

ここで，経営理念の有無は，サンプル数を多く取るために，企業がホームページ上で
経営理念を公表している場合には，「あり」とし，公表していない場合には，「なし」と
している。業種その他の要因が影響を与えないようにするために，同一業種に属し，総
資産の規模も類似している企業で，経営理念を公表している企業と公表していない企業
で対応サンプルを作成してい

8
る。結果は，図表 4に示されているように，経営理念「あ

り」の企業が，経営理念「なし」の企業に比較して，ROA および一人当たり賃金とも
に，平均値が有意に高くなっている。また，同一のサンプルで，企業理念の有無（ダミ
────────────
７ 「アメーバ経営」については三矢（2003），アメーバ学術研究会（2010）等を参照されたい。
８ 久保（2005），p.121.

図表 4 経営理念の存在と ROA，一人当たり賃金

理念あり（64社） 理念なし（64社） 差
ROA（％） 3.26 3 0.26*（0.073）
一人あたり賃金（百万円） 8.03 7.65 0.38***（0.000）
サンプル数 814 814

（ ）内は p 値 ***，* :，*はそれぞれ，1％，5％，10％で有意
出所：久保他（2004），p.122。
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ー変数）と企業の設立時からの年数（企業の年齢）を説明変数とし，ROA（％）と一
人当たり賃金を被説明変数とする回帰分析を行った結果が図表 5である。

図表 5の結果からは，経営理念の有無が ROA，一人当たり賃金ともに正の影響を与
えており，経営理念の存在が業績に対してプラスの影響を与えているという結果となっ
てい

9
る。この結果からは日本企業を対象としており，しかもマクロデータによる分析で

はあるが，経営理念の存在が業績に一定の影響を与えていると結果になっている。これ
は，経営理念がダイレクトに企業業績に与えるという前提となっているが，実際には，
様々な変数が関与している可能性がある。
例えば，Widener（2007）は，Simons（1995）により示された 4つのコントロール・
レバーの概念を援用して，図表 6のように 3つの要素が業績に影響を与えるという理論
モデルを設定して，その検証を行っている。

そして，図表 6の理論モデルに基づき，アンケートにより収集したデータを用いて，実
────────────
９ 経営理念以外の影響が完全にコントールされているかどうかは，疑問の余地があるが，対応サンプルを
用いることで，ある程度この問題は回避されていると考えられる。

図表 5 経営理念の存在と ROA，一人当たり賃金との関係

ROA（％） 一人あたり賃金（百万円）
経営理念の有無 0.356**（0.014） 0.227**（0.025）
規模 −0.068（0.216） 0.174***（0.000）
企業の年齢 −0.016***（0.000） 0.003（0.221）
調整済み R 2 0.081 0.157

サンプル数 1628 1628

（ ）内は p 値 ***，* :，*はそれぞれ，1％，5％，10％で有意
出所：久保他（2005），p.122。

図表 6 Widener（2007）における理論モデル
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際に検証した結果は，図表 7のとおりである。図表 7では，1％および 5％水準により
有意な関係のみを示しているが，「業務上のリスク」および「業務的不確実性」が「信
条システム」に正の影響を与え，「信条システム」は，「注意喚起」および「学習」を介
して，業績に正の影響を与えていることが示された。
このように，経営理念などの「信条システム」直接あるいは間接的に企業業績に影響
を与えているという結果が示されている。久保他（2004）は，日本企業を対象としてい
るのに対して，Widener（2007）は，アメリカ企業を対象としている。また，欧米企業
を対象とした経営理念と業績の関係に関する結果では，これらと異なるものもあ

10
る。

そこで次節においては，日本企業に対する海外子会社のマネジメントに関するアンケー
ト調査により収集したデータに基づいて，検証を行う。

2．海外子会社における経営理念の浸透と業績の関係
①調査対象とデータの収

11
集

調査対象は，海外に子会社を有する日本企業とした。この場合，海外子会社をどのよ
うに定義するかであるが，海外子会社には様々な形態がある。しかし，マネジメントの
上で問題となるのは，少なくとも販売機能を有した子会社であり，出資だけを行ってい
る場合には，本稿が課題としているような大きなマネジメント上の問題は，生じないも
のと思われる。したがって，本稿において対象となる企業は，少なくとも販売機能を有
した海外子会社を有している日本企業である。
アンケートの送付先は，ダイヤモンド社が提供するデータベースから，海外事業を担

────────────
１０ 欧米における経営理念と業績の関係に関するレビューについては，北居（2004）を参照のこと。
１１ 以下で利用するアンケート調査の概要については，拙稿（2013）を参照されたい。

図表 7 検証の結果
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当すると思われる部門長（上場企業および非上場企業）と東洋経済社発行の『海外進出
企業総覧』により選定した。アンケートの発送数は，5,410通，有効回答数は 637通で
あり，回収率は，12.14％であった。近年，郵送質問票調査の回収率は，かなり低くな
っているが，本調査は，送付先を上場企業に限定しなかったことから，発送数が 5,410

という多数であったため，回収率も比較的よい方であると思われる。
回答企業の業種別の内訳，進出先の地域別および国別内訳については，図表 8～10の
とおりである。
大分類の業種では製造業が最も多くなっており，製造業の中では，機械，電機，輸送
用機器という加工組立型産業の比率が高くなっている。
アンケートの質問は，海外子会社が複数ある場合には，回答企業にとって主要な事業
である海外子会社の 1社を対象として，回答するにように要求しているので，以下の回
答は，回答企業が想定している海外子会社に関する回答ということになる。

図表 8 回答企業の業種別内訳
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国別内訳のデータのうち，アメリカに加えてカナダ，メキシコに所在する子会社を対
象とした合計 131社を在北米子会社のデータとする。そして，タイ，シンガポール，イ
ンドネシア等のデータに国別データに示されていないフィリピン等のデータを加えた
185社のデータを在東南アジア子会社のデータとして，主として両者の比較を中心とし
た分析を行う。

②海外子会社に対する理念コントロールと業績目標の達成度
（1）経営理念の浸透と所在地による差異
本稿では，前項で検討した経営理念と業績との関係が，海外子会社のマネジメントと
いうフレームワークの中において，何らかの関係があるかどうかを検証するものであ
る。まず，アンケート調査において，経営理念の浸透に関して，図表 11のような質問
項目を設定している。

図表 9 進出地域別内訳

図表 10 国別内訳（10以上の回答が得られた国／特別行政区）（国名，度数，全体に占める割合）
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上記の質問は，本社の経営理念を海外子会社に対してどのように浸透させているのか
を聞いている。まず，質問項目に関する一貫性を検証するために，信頼性分析を行った
が，クロンバックの α の値は，在東南アジア子会社の場合には 0.819であり，在北米子
会社の場合には 0.872であった。いずれも質問項目に関する一貫性は確認できた。次に
各質問項目間の相関関係について，分析を行った。結果は，図表 12および 13に示され
ているとおりである。

図表 11 海外子会社に対する経営理念の浸透についての質問項目

問 5 海外子会社における経営理念についてお尋ねします．下記の各項目について想定頂いた海外子会社
の実情にあてはまる数字 1つに○印をおつけください．なお，「経営理念」とは，文書化された価値観や
信念を示し，企業理念，社是・社訓，ミッションステートメントとして表記されたものを想定してくださ
い．

全くそのよう
なことはない

どちらとも
言えない 全くその通り

① 海外子会社に対しても貴社の経営理念を浸透させるこ
とを重要視している．

1 2 3 4 5 6 7

② 海外子会社の母国語を通じて，貴社の経営理念とその
詳細が示されている．

1 2 3 4 5 6 7

③ 貴社の経営理念を深く理解している人物を海外子会社
に出向させている．

1 2 3 4 5 6 7

④ 海外子会社内のあらゆる場において，経営理念を象徴
する『マーク』や『ロゴ』が使用されている．

1 2 3 4 5 6 7

⑤ 現地国の価値観や文化を踏まえた経営理念の解釈を海
外子会社に示している．

1 2 3 4 5 6 7

⑥ 海外子会社内にて，貴社の経営理念に関する研修・教
育が頻繁に行われている

1 2 3 4 5 6 7

⑦ グループの一員として相応しい，あるいは社名に恥じ
ない行動をとることを，海外子会社に求めている．

1 2 3 4 5 6 7

図表 12 経営理念の浸透に関する変数間の相関係数：在東南アジアの分析

問 51 問 52 問 53 問 54 問 55 問 56 問 57

問 51 相関係数 1.000 .622** .447** .492** .261** .520** .443**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

問 52 相関係数 .622** 1.000 .390** .354** .318** .609** .339**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

問 53 相関係数 .447** .390** 1.000 .298** .188* .413** .427**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.010 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

問 54 相関係数 .492** .354** .298** 1.000 .315** .453** .337**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
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度数 185 185 185 185 185 185 185

問 5-5 相関係数 .261** .318** .188* .315** 1.000 .466** .326**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.010 0.000 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

問 5-6 相関係数 .520** .609** .413** .453** .466** 1.000 .395**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

問 5-7 相関係数 .443** .339** .427** .337** .326** .395** 1.000

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 185 185 185 185 185 185 185

※相関係数は，スピアマンの相関係数，**は，1％水準で有意

図表 13 経営理念の浸透に関する変数間の相関係数：在北米の分析

問 5-1 問 5-2 問 5-3 問 5-4 問 5-5 問 5-6 問 5-7

問 5-1 相関係数 1.000 .629** .629** .484** .436** .510** .539**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-2 相関係数 .629** 1.000 .429** .566** .402** .478** .433**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-3 相関係数 .629** .429** 1.000 .343** .348** .456** .471**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-4 相関係数 .484** .566** .343** 1.000 .438** .519** .486**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-5 相関係数 .436** .402** .348** .438** 1.000 .457** .440**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-6 相関係数 .510** .478** .456** .519** .457** 1.000 .585**

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

問 5-7 相関係数 .539** .433** .471** .486** .440** .585** 1.000

有意確率
（両側）

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

度数 132 132 132 132 132 132 132

※相関係数は，スピアマンの相関係数，**は，1％水準で有意
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図表 12および 13の結果からは，経営理念の浸透に関する変数間に有意な相関関係が
存在することが確認された。
そこで，両サンプル間の平均値の差の検定を行った。結果は図表 14および 15のとお
りである。

図表 14および図表 15の結果からは，問 5-2が 5％水準で有意な差が確認された他
は，両者の間に有意な差は確認されなかった。ただし，有意な差が確認された問 5-2

は，「海外子会社の母国語を通じて，貴社の経営理念とその詳細が示されている」，とい
うものであり，在北米子会社の回答企業がほとんどアメリカであることから，英語で経
営理念が記述されていると理解できる。その一方，東南アジアの場合には，現地語のほ
かにフィリピンやシンガポールなど英語が母国語に近い形で通用している国もあり，英
語で経営理念等が記述されている可能性も考えられる。このような場合には，上記の質
問では「母国語」とは受け止められなかったと思われる。
いずれにしても，いずれも高い平均値を示しており，海外子会社の所在地に関係な
く，経営理念の浸透を図ろうとしていることが推察される。

図表 14 基本統計量

サンプル 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差
問 5-1 在東南アジア 185 5.67 1.439 .106

在北米 132 5.83 1.281 .112

問 5-2 在東南アジア 185 4.88 1.955 .144

在北米 132 5.60 1.620 .141

問 5-3 在東南アジア 185 5.56 1.342 .099

在北米 132 5.25 1.749 .152

問 5-4 在東南アジア 185 5.24 1.799 .132

在北米 132 5.25 1.859 .162

問 5-5 在東南アジア 185 4.66 1.541 .113

在北米 132 4.92 1.481 .129

問 5-6 在東南アジア 185 3.75 1.669 .123

在北米 132 3.92 1.639 .143

問 5-7 在東南アジア 185 5.68 1.348 .099

在北米 132 5.77 1.401 .122

図表 15 検定統計量

問 5-1 問 5-2 問 5-3 問 5-4 問 5-5 問 5-6 問 5-7

Mann-Whitney の U 11651.000 9720.500 11442.000 11970.500 11256.000 11511.000 11442.000

Wilcoxon の W 28856.000 26925.500 20220.000 29175.500 28461.000 28716.000 28647.000

Z −.725 −3.174 −.984 −.306 −1.212 −.884 −.994

漸近有意確率（両側） .469 .002 .325 .760 .226 .376 .320
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（2）経営理念の浸透と業績の関係
次に，経営理念の浸透と業績の関係について検証することにする。業績に関する指標
としては，過去の先行研究のような ROA や一人当たり賃金のようなデータではなく，
アンケート調査の質問項目にある「海外子会社の業績目標の達成度」を利用することに
した。これは，アンケート調査の対象企業がどの海外子会社を念頭に回答を行ったかが
特定できないために，調査対象企業の海外子会社に関する財務データを収集することが
困難である。また，非上場企業も調査対象に含まれているため，この点においても財務
データの入手は困難である。
一方，実施したアンケート調査においては，海外子会社の成果および行動に関して図
表 16に示された質問を行っている。そこで，これらの質問項目を業績の代理変数とし
て用いることとする。

これらの業績の満足度に関する質問項目が経営理念の浸透よって影響されているかを
検証するために，それらの要素を絞り込むために，因子分析を実施した。
まず，経営理念の浸透に関しては，在北米子会社に関しては，図表 17～20のとおり
である。「経営理念の浸透」と「業績への満足度」は，いずれも 1つの因子しか抽出さ
れなかった。

図表 16 業績の満足度に関する質問項目

問 11 想定頂いた海外子会社の下記の成果・行動についてどの程度満足していますか．該当する数字 1
つに○印をおつけください．

全く満足して
いない 中程度 非常に満足

している
① 業績目標の達成度 1 2 3 4 5 6 7
② 変化への対応 1 2 3 4 5 6 7
③ 競合他社と比較した業績 1 2 3 4 5 6 7
④ グループ内の子会社と比較した業績 1 2 3 4 5 6 7
⑤ 課題発見能力 1 2 3 4 5 6 7
⑥ 自発的な学習 1 2 3 4 5 6 7
⑦ 計画の実行力 1 2 3 4 5 6 7

図表 17 説明された分散の合計（問 5−1～7）経営理念の浸透

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 4.052 57.890 57.890 4.052 57.890 57.890

2 .730 10.433 68.323

3 .635 9.068 77.391

4 .534 7.628 85.019

5 .429 6.124 91.143

6 .363 5.192 96.335

7 .257 3.665 100.000

因子抽出法：主成分分析

図表 18 問 5-1～7について
の成分行列

成分
1

問 5-1 .833

問 5-2 .769

問 5-3 .670

問 5-4 .771

問 5-5 .688

問 5-6 .780

問 5-7 .801

因子抽出法：主成分分析
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次に在東南アジアの子会社に関しては，図表 21～24のとおりである。経営理念の浸
透については，北米子会社と同様に 1つの因子しか抽出されなかったが，業績の満足度
については，2つの因子が抽出されたので，第 1因子を「業績への満足度」，第 2因子
を「子会社の自発性への満足度」とする。

図表 19 説明された分散の合計（問 11-1～7）業績への満足度

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 4.790 68.425 68.425 4.790 68.425 68.425

2 .924 13.196 81.620

3 .446 6.374 87.995

4 .286 4.085 92.080

5 .240 3.431 95.511

6 .183 2.615 98.126

7 .131 1.874 100.000

因子抽出法： 主成分分析

図表 20 問 11-1～7について
の成分行列成分行列a

成分
1

問 11-1 .799

問 11-2 .851

問 11-3 .772

問 11-4 .818

問 11-5 .856

問 11-6 .814

問 11-7 .874

因子抽出法：主成分分析
クロンバックの α＝0.922

図表 21 説明された分散の合計（問 5-1～7）経営理念の浸透

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 4.052 57.890 57.890 4.052 57.890 57.890

2 .730 10.433 68.323

3 .635 9.068 77.391

4 .534 7.628 85.019

5 .429 6.124 91.143

6 .363 5.192 96.335

7 .257 3.665 100.000

因子抽出法：主成分分析

図表 22 問 5-1～7について
の成分行列

成分
1

問 5-1 .771

問 5-2 .774

問 5-3 .617

問 5-4 .662

問 5-5 .558

問 5-6 .819

問 5-7 .648

因子抽出法：主成分分析

図表 23 説明された分散の合計（問 11-1～7）業績の満足度および子会社の自発性

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和
成分 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 4.432 63.315 63.315 4.432 63.315 63.315 2.907 41.524 41.524

2 1.132 16.170 79.485 1.132 16.170 79.485 2.657 37.961 79.485

3 .487 6.956 86.440

4 .300 4.279 90.719

5 .250 3.571 94.290

6 .233 3.322 97.612

7 .167 2.388 100.000

因子抽出法：主成分分析
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そこで，在北米子会社に関して「経営理念の浸透」と「子会社の業績への満足度」を潜
在変数とする図表 26のようなモデルにより，パス解析を実施した。その結果は，図表
26のとおりである。

図表 24 問 11-1～7についての回転後の成分行列a

成分
1 2

問 11-1 .881 .212

問 11-2 .617 .517

問 11-3 .851 .265

問 11-4 .836 .212

問 11-5 .204 .916

問 11-6 .201 .920

問 11-7 .496 .738

因子抽出法：主成分分析
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法a

a．3回の反復で回転が収束しました。
クロンバックの α＝0.902

図表 25 検証モデル

図表 26 モデルの検証結果

推定値 標準誤差 検定統計量 確率
F 2 F 1
問 51 F 1
問 52 F 1
問 53 F 1
問 54 F 1
問 55 F 1
問 56 F 1
問 57 F 1
問 111 F 2
問 112 F 2
問 113 F 2
問 114 F 2
問 115 F 2
問 116 F 2
問 117 F 2

.374
1.000
1.141
1.034
1.301
.895
1.174
1.047
1.000
1.040
.968
1.051
1.220
1.138
1.090

.093

.131

.146

.151

.123

.132

.112

.114

.129

.130

.128

.124

.115

4.005

8.703
7.075
8.629
7.253
8.875
9.350

9.106
7.495
8.108
9.563
9.187
9.474

***

***
***
***
***
***
***

***
***
***
***
***
***

***＝1％以下水準で有意

海外子会社コントロールにおける理念コントロールの実態（中川） （ 1155 ）１５３



図表 25の結果からは，在北米子会社においては「経営理念の浸透」が「子会社の業
績・行動への満足度」にプラスの影響を与えていることになる。これは，拙稿（2015）
において回帰分析を用いた検証と一致するものである。しかし，モデルの適合度を示す
RMSEA が 0.136，と 0.1を越えているため，モデルの適合度を示す数値は，よくない
値を示している。したがって，別の潜在変数の存在などモデル自体に問題がある可能性
もある。
一方，在東南アジア子会社に関しても，図表 27のようなモデルにより検証を行った。
その結果は，図表 28のとおりである。結果は，在北米子会社と同様に，経営理念の浸
透が，業績への満足度にプラスの影響を与えているという結果となった。さらに，経営
理念の浸透が子会社の自発性への満足度も高めているということを示唆している。しか
し，このモデルにおいても，モデルの適合度を示す RMSEA が 0.120，と 0.1を越えて
いるため，モデルの適合度を示す数値は，よくない値を示している。

図表 27 検証モデル

図表 28 検証の結果

推定値 標準誤差 検定統計量 確率 ラベル
F 2 F 1
F 3 F 1
問 51 F 1
問 52 F 1
問 53 F 1
問 54 F 1
問 55 F 1
問 56 F 1
問 57 F 1
問 111 F 2
問 112 F 2
問 113 F 2
問 114 F 2
問 117 F 2
問 115 F 3
問 116 F 3

.513

.552
1.000
1.392
.707
.998
.792
1.320
.742
1.000
.879
1.080
.981
.809
1.000
.872

.095

.102

.160

.107

.144

.123

.139

.108

.078

.079

.079

.072

.099

5.407
5.432

8.718
6.584
6.915
6.428
9.508
6.862

11.211
13.749
12.412
11.220

8.773

***
***

***
***
***
***
***
***

***
***
***
***

***

１５４（ 1156 ） 同志社商学 第６９巻 第６号（２０１８年３月）



4．本稿の意義と限界
本稿においては，経営理念の浸透が業績にどのような影響を与えるのかという課題に
ついて，日本本社の海外子会社のマネジメントというフレームワークの中で検討を行っ
た。経営学の分野においては，過去の欧米の実証研究においては，明確にならなかった
経営理念と業績関係の関係は，久保他（2005）により日本企業を対象とした研究におい
て，経営理念の存在が企業業績にプラスの影響を与えていると思われる。
本稿においても，回帰分析により検証した拙稿（2015）と同様に，日本本社による海
外子会社への経営理念の浸透と海外子会社に対する成果・行動の満足度についても，プ
ラスの影響があるという結果となった。しかし，経営理念の浸透に関する地域差は，在
北米子会社と在東南アジア子会社の間で有意な差は確認されなかった。これは，いずれ
の地域にあっても，Malmi＝Brown（2008）が指摘する「文化によるコントロール」が
有効に機能していることが示唆されている。
さらに他のコントロール・システムとの組み合わせであるコントロール・パッケージ
の概念を用いた本稿と同じデータを用いた実証研究である西居・近藤・中川（2015）で
は，コントロール・システムがコントロール・パッケージとして，用いられているのか
どうかを検証している。この論文では，理念によるコントロールおよび会計コントロー
ルがそれぞれ個別に実施されているのではなく，相互に密接に関係しながらマネジメン
ト・コントロール・システムを構成しているということを日本本社による海外子会社の
マネジメントにおいて実証しようとしている。具体的には，理念コントロールが会計コ
ントロールを構成する下位のシステムである「計画策定への関与」，「プロセスへの支
援・介入」，「結果コントロール」という 3つの変数にどのような影響を与えているのか
について，検証を行っている（図表 29）。

***＝1％以下水準で有意
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因子分析およびパス解析の結果からは，日本企業の海外子会社管理において，理念コ
ントロールと会計コントロールがセットして行使されるモデルが適合することが，検証
された。この結果からは，理念コントロールと会計コントロールを二者択一的に用いる
のではなく，1つの組み合わせとして捉える分析フレームワークが有効であることが示
唆されてい

12
る。

したがって，このコントロール・パッケージを援用したモデルからも明らかなよう
に，経営理念の浸透などの「理念コントロール」が他のコントロール・システムを介在
して，業績の満足度に影響を与えている可能性もあり，このことが検証したモデルの適
合性を低下させている可能性もある。これらの課題については，今後の検討課題とした
い。
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